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１  セルビアに対する開発協力のねらい 
セルビアは、バルカン半島に位置する内陸国で、西バルカン諸国の中で人口が最大

（約 670 万人）であり、西バルカン地域の安定の鍵を握る国。1990 年代には、ユー

ゴ紛争、NATO による空爆を経験したが、2000 年にミロシェビッチ体制が崩壊し、そ

の後民主化を進める中で EU 加盟を目指し、2014 年から加盟交渉を継続している。 
セルビア経済については、良好なマクロ経済運営を背景に、高いレベルの海外直接

投資の流入もあり、近年は年率 3～4％の GDP 成長率を達成している。実質賃金の継

続的な伸びも見られ、一人当たり GNI も 2023 年に 1 万ドルを超え、「中進国の罠」

に陥らないような構造改革も求められている。 
具体的には、EU 加盟に向けて、民主主義や法の支配の一層の強化、西バルカン諸

国との地域協力といった政治分野の課題に加え、ビジネス環境の更なる改善、脱炭素

化及びエネルギー安全保障の強化、環境対策の推進（化石燃料への依存度低減、GX 実

現）等が経済面での主要な課題である。社会面では、医療、教育、ジェンダー平等の

推進や社会的弱者の社会参画も課題となっている。さらに 2027 年のベオグラード国

際博覧会に向けた地域開発や社会インフラの一層の整備、IT やバイオテクノロジー等

によるイノベーションの推進を含む民間セクター開発も重点政策となっている。平和

構築の観点からは、ユーゴ紛争後の近隣諸国との和解が十分進んでいるとは言えず、

地域協力の促進が引き続き重要である。 
我が国は、2018 年の安倍総理（当時）のセルビア訪問の際に表明された「西バル

カン協力イニシアティブ」に基づき、セルビアの EU 加盟に向けた経済社会改革及び

地域協力の促進を開発協力の２本の柱としてきた。近年は欧州におけるニアショアリ

ングの動きも背景に、セルビアへの日本企業の進出が増加しており、これを促進して

いく観点から官民連携や日 EU 協力も新たな課題となっている。 
我が国は、これまでの我が国からの支援に対する高い評価と親日感情を基礎として、

セルビアとの良好な友好関係を築いてきた。こうした信頼関係を大切にしつつ、「西

バルカン協力イニシアティブ」に基づき、今後もセルビアの EU 加盟に向けた取組を

支援していくことを通じて、西バルカン地域の安定、ひいては欧州全体の安定化に貢

献し、さらには日本企業の進出を支援することが重要である。 
 
２  我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）：質の高い経済成長の促進支援 
民間セクター開発や我が国の優れた知見や技術を活用できる環境・エネルギー分野

を中心に，セルビアの持続可能な経済成長及び同国の EU 加盟に向けた取組を支援す

る。また，周辺諸国と共通する課題については，地域協力の視点を取り入れつつ支援

を行うことで、一層の民族融和と域内の安定化に貢献する。 
 
３  重点分野（中目標） 
（１）民間セクター開発 



 

セルビアの経済成長のために、中小企業振興及び観光、スタートアップ企業への支

援を始めとするイノベーションや科学技術等の分野において、我が国が有する知見や

技術を活用した協力を行う。特に観光分野については、「西バルカン協力イニシアテ

ィブ」で掲げる地域協力の促進を念頭に取り組む。 
 

（２）環境保全 
環境分野で EU が定める様々な基準の達成、GX 実現、脱炭素化に向け、廃棄物管

理、再生可能エネルギー、省エネに加え、気候変動対策としての生態系の保全・再生

を通じた防災等の分野において、我が国が有する知見や技術を活用した協力を行って

いく。 
 

（３）公共サービスの向上 
同国による都市部と地方との間の経済社会サービスの格差是正に向けた取組を支

援する。具体的には、保健・医療及び教育分野を中心に、女性や子供、障がい者を含

む社会的弱者に直接裨益する支援を行っていく。 
 
４  留意事項（１）ODA 予算の戦略的かつ効率的な運用のために、各件の案件形成

に際しては、セルビアに進出する日本企業等との官民連携や異なるスキーム・方式の

案件のプログラム化の可能性を検討する。 
（２）また、民主主義や法の支配といった政治面を含むセルビアの EU 加盟交渉の動

向や、セルビアに影響し得る EU の諸規制に留意しつつ、我が国の事業とセルビアの

EU 加盟に向けた諸改革の連動性を高める。さらに、日 EU 連携の第三国における展

開の一環として、具体的な対セルビア支援策における日 EU（又は日 EU 加盟国）間

の連携を模索する。（了） 
別紙： 事業展開計画 


